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1 は じ め に

北東北中山間地域では牧野を利用した日本短角種の飼養

が行われており,近年,粗飼料自給型の環境負荷が少ない

飼養形態として注目されつつある。しかし,1991年の牛肉

輸入自由化による価格低迷で,日 本短角種繁殖経営は生産

者補給金による価格補償制度の下でも自家労賃を十分に確

保できないという厳しい状況におかれている。これによっ

て短角繁殖牛が急減しているため,車地の荒廃と牧野組合
の経営悪化が深刻化しており,効率的な草地利用と牧野組

合の経営改善が求められている。そこで,本稿では,牧野
全体の土地利用と牧野組合の組織のあり方における再編

(以下,牧野組合の再編)の方向を試論的に提示する。

2調 査 方 法

牧野組合の再編方向を検討するため,①再編に関する従

来の論点を整理し,②生態系保全に向け放牧を再開した取

り組み等の事例を踏まえ,③新たな再編方向を提示する。

これまで牧野組合の再編については,主に,①公共牧場
の経営の効率化と②入会慣行に規定された牧野組合の経営

の展開方向が論じられてきた。①に関しては,公共牧場間

題検討委員会
2)が
利用料金の適正化や管理運営面の改善 ,

管理技術面の改善といった再編方向を提示している。②に

関しては,松木
りや安藤いが,非畜産農家を含めた牧野組

合員全体の共有地の所存権調整,牧野組合が土地総有によ

る経済的基盤を生かして家族経営に代わる飼養主体と成り

うる可能性について議論している。これらの論点を踏まえ

再編方向を整理すると,以下のとおりである。

(D 牧野組合の管理運営の改善

管理運営面での改善策としては,主に,①広域利用の推

進,地域内の利用拡大と牧場の機能分化の並行的な推進等

による 1牧場当たりの利用拡大と,②家畜飼養・草地管理

も含めた適切な管理運営体制の確立が挙げられている。

12)事業の多角化

短角飼養農家が減少し,入会林野において畜産以外の十

地利用に対する要求が強まりつつある中,それら多様な要

求を実現し牧野組合の収益性を向上させるため,林業や特

用林産等の生産等事業の多角化が検討されている。

6)管理技術面での改善
00に対応した管理技術の改善が挙げられている。
以上のように,こ れまでの再編論は主に経営経済的観点

から検討されてきた。以下では,秋田県鹿角市,岩手県安

代市,岩泉町の事例分析を通し,その妥当性を考察する。

3 調査結果及び考察

(D 秋田県鹿角市における牧野組合の再編

鹿角市では五つの牧野組合が鹿角畜産農業協同組合 (以

下,鹿角畜協)の委託を受けて個別に経営を行っていた。
しかし,1990年代に入って日本短角種繁殖牛頭数が半減し,

1999年以降,牧野組合の再編を進めている。再編に際して

は,各牧野組合が解散し全放牧農家が加入する公共牧野利

用組合が新たに設立された。その Lで鹿角畜協が牧場の一

元的な管理運営を行い広域利用の推進を図っている。最終

的には,利用する牧野を現在の 8牧野から3牧野へ減らし,

短角・ Fl専用牧場,黒毛放牧と採草,受精卵移植を行う
牧場,と いうように牧場ごとに機能分化させる予定である。

鹿角市の再編は牧場の広域利用と機能分化を目指したも

ので,管理運営面の改善によって経営改善が期待できる。

しかし,放牧農家によっては,牧野の統廃合によって遠方

の牧野の利用を強いられる場合もある。この場合,①利便

性が低くなり,草地管理や牧野での家畜管理が困難になる,

②入下牧の際の輸送コストがかかる,③入会権者以外の飼

養農家は心理的に放牧しづらい,と いった問題が生じるこ

ともある。こうした問題は農家の飼養中止を招くおそれも

あるため,同時に農家の育成施策の実施が必要である。

2)岩手県安代町 SI牧野組合の展開と再編
安代町 SI牧野組合 (牧野農業協同組合)は ,町内の牧
野組合が軒並み日本短角種の飼養頭数・戸数を減少させて

いる中で,唯 一,頭数・戸数とも維持している。SI組合は

1992年に冬期共同牛舎管理を,1993年に乾草生産販売を開

始し,農家に代わり冬場の飼養管理や粗飼料生産を行う体

制を整えた。これらの事業で農家の労力軽減が図られ,高
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表 1 年齢別飼養者の飼養頭数・戸数

SI組合     他の牧野組合
頭数   戸数   頭数   戸数
(頭)   (戸)   (頭)   (戸 )

飼養者年齢
64歳未満 558 16

(126) (7)
65～74歳  738    18

(302)  (7)
75歳以上  574    5

(48)  (2)
注 1) ( )|ま ,冬期共同牛舎管理事業開始後に日本
短角種を導入した数。
2)成牛 1頭 ,育成牛08頭で換算。
資料)岩手県安代町農林課 (2000年 )

齢農家を中心に飼養を開始,再開する動きが出ている (表

1)。 子牛価格が低迷する中での冬期飼養管理,粗飼料生
産からの解放が,高齢者において経済性動物と言うよりむ

しろ生きがいの対象としての飼養を促進させている。

SI組合における新規事業の成功は,日 本短角種の頭数・

戸数維持によって経営改善を図ると同時に,短角飼養を通

して高齢者の生きがいを創出し「福祉」を向上させた点に

ある。従来言われていた事業の多角化による再編策は,収
益性を上げ経営改善を図る目的のみが重視されてきたが ,

組合員の「福祉」向上を目指したあり方は新たな再編方向

を示唆するものとして評価できよう。

しかし,今日,農家が生産者補給金制度を抜きに飼養を

継続していくことは難しく,こ の制度を前提に高齢者の生

きがいが確保されていると言っても過言ではない。また ,

組合に財政的な余裕がないことから必要なオペレーターも

十分には確保できていない。組合側にはさらなる収益事業

の展開や経費削減等が求められるが,高齢者「福祉」の観

点からもしかるべき行政施策の検討が必要と考える。

0)岩手県岩泉町安家森のサポーター制
岩泉町安家森は安家地区の林間放牧地 (放牧共用林野)

としてAK牧野組合 (農事組合法人)に よって利用され
てきた。しかし,近隣牧野における草地造成や輸入自由化

に伴う飼養頭数の激減で,安家森での放牧は1992年に中止

され,林相や草地景観が急激に変化していた。

その後,地区住民が参加する活性化協議会で,安家森の

生態系保全のため日本短角種の放牧が提案され,2000年 8

月から放牧が再開されている。再開に際し,牧柵等の基盤

整備費は町から補助を受けている。また,地区内外の計69

人が参加するサボーター組織が結成されており,こ の会費

によって看視人雇用費等の経費が賄なわれている (表 2)。

サポーターヘは,交流会を開くと共に日本短角種の牛肉を

宅配したり通信を発行したりして,放牧や安家森の生態系

等について理解を深めてもらう活動を行っている。

安家森の動きは,草地景観や生態系の保全といった多面

表2 サポーター組織の収支 (2000年 )

費 目    金額     摘   要
(円 )

収入

160,000   看視代 2ケ 月分
4.830   郵便振込手数料
180,875   肉代他

事業代

積立金    238,225   本年度差引残額
計             583,980

出典)ベコまぶっ人サポーター通信2001年 5月 創刊号

的機能の再評価が日本短角種の飼養につながり得ることを

示している。本稿では,多面的機能の発揮やそれに基づく

グリーンツーリズム,レ クリエーション等の推進を新たな

再編方向として提示したい。また,多面的機能の発揮に際

しては,安家森のサポーター制で実施されているように,

生産者のみならず多くの人々が労力面,金銭面での負担を

負う仕組みや公的支援等が不可欠になろう。牧野組合の組

織のあり方としては,地域内外に開かれた構造に再編 し,

牧野保全に向けて連携を図る重要性が示唆される。

4 ま  と  め

今日,環境負荷の少ない畜産として日本短角種繁殖経営

が見直されている。しかしその一方,子牛価格の低下で草

地荒廃や牧野組合の収益悪化が著しく牧野組合の再編が求

められている。本稿では,事例分析を行い,従来議論され

てきた経営経済的観点からの管理運営面での改善や事業の

多角化による再編だけでは不十分であることを示した。そ

の上で,新たな再編方向として牧野組合員の「福祉」の向

Lや多面的機能の発揮に向けた諸活動の展開を提示した。

これまで,短角繁殖経営は生産者補給金制度という価格

支持政策によって多くを支えられてきた。しかし,こ れは

子牛価格を下支えし経営安定化を図るための政策であり,

飼養者の「福祉J向上や多面的機能の発揮を目的としたも
のではない。牧野組合を新たな方向へ再編するためには,

「福祉」政策や EUに見られる農業環境 。景観保全政策の
一環として新たな公的支援を検討していく必要があろう。
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